
あなたの疑問をズバリ解決！ 
「こんなときどうする？」シリーズ 

会社の税務 
こんなときどうする こんなときどうする 
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的確な税務処理が会社を強くする 
節税につながるポイントも満載　 ！ ！ 

的確な税務処理が会社を強くする 
節税につながるポイントも満載　 ！ ！ 

11
22

33
44

66

わかりやすいQ&A方式 
企業が日頃直面する税務問題や
疑問の生じやすい事例を具体的
なQ&Aでわかりやすくまとめ
ています。 

111 関係制度の重点解説 
回答（A）に至る経緯や関係する
諸制度についても各設問ごとの
解説で重点的に解説しています。
また末尾にはその根拠となる参
考法令・通達を明記しています。 
 

実務に役立つワンポイント 
知っておきたい節税方法や実務
上の問題解決に役立つ情報を、
簡潔にワンポイントとしてまと
めています。 
 

222 333

理解を助けるイラスト 
各設問ではビジュアルなイラスト・
図表を用いてよりスピーディー
な理解を助けます。 
 

幅広い税務分野 
法人税をはじめ消費税、地方税、
印紙税、源泉所得税からオーナ
ーや従業員の税金まで、会社を
とりまく様々な分野の税務問題
を取り上げています。 
 

豊富なキーワード検索 
豊富なキーワードによる五十音
索引で探したい事項がすぐに見
つけられます。 
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本書の特色 

（613539） 2014.12 H3

〈613530〉 ［1412］ 

会社税QA

会社実務研究会・税務グループ 編集
B5判・加除式・全2巻
定価　本体15,000円＋税

周辺問題や知って得する 

ノウハウ方法をアドバイス 

しています。 

法人税分野のみにとらわれず、 

オーナー・従業員にかかる所得 

税や、会社の消費税などについ 

ても収録！ 

根拠となる法令・通達等を 

明記しています。 

本商品をWEB化した『税務会計データベースStandard 会社の税務Q&A WEB』もございます。（裏面参照）



可能なかぎり実際の場面を 

想定した設問を満載してい 

ます。 

簡潔にかつわかりやすく 

即答しています。 

イラスト入りで 

よりスピーディーに理解！ 

〔解答（A）〕に至る経緯や 

制度の理解ができるように 

やさしく記述しています。 

内容見本
（縮小）

★最新税制トピックスを収録！
最近の税制トピックスについては、新設の「Q&A」や「ワンポイント」
に取り上げてわかりやすく解説しています。

会社実務研究会・税務グループ 

税務 グループメンバー 

＊は編集委員をかねています。 

　会社実務研究会は、豊富な経験と実績をもった弁護士・公認会計士・税理士・
社会保険労務士等の専門家やコンサルタントがメンバーとなって会社の経営
を網羅的に、かつ総合的にサポートする研究会です。本書は、この研究会の中
の『税務グループ』により執筆・編集しております。 
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平成26年新規登載Q&A
●マイナンバー制度がもたらすもの
●接待飲食費の50％相当額の損金算入
●生産性向上設備投資促進税制
●会社が行うベンチャー企業への投資促進税制 ー 新事業開拓者投資損失準備金
制度 －
●特定事業再編投資損失準備金
●納税義務が免除される事業者
●地方法人税のしくみについて

日頃直面する問題や疑問の生じやすい事柄について
のQ&Aと　　 のワンポイントでズバリ解説！450 380

企業が日頃直面する税務処理や疑問の生じやすい課題をとり上げ、
会社運営上の実務から、オーナー・従業員の税金に至るまで、Q&A
方式で簡潔かつ明確に解説。50音索引も登載し、知りたい事項に
ピンポイントで答えます。

本
書
の
特
色

●買換えの特例を適用した場合の会計処理
●買換資産とされる土地に面積制限はあるか

Ⅳ借地権
●借地権課税とは
●権利金の受渡しの有無と課税関係
●相当の地代とは
●一般定期借地権
●事業用借地権

Ⅴ有価証券
●有価証券の売却損益の計算方法
●売買目的有価証券の時価評価とは
●会社が行うベンチャー企業への投資促進税制
ー 新事業開拓事業者投資損失準備金制度 －

Ⅵその他の財産と税金
●ゴルフクラブ会員権の評価損
●税額控除が可能なリースとは
●税務上の繰延資産とは
●外貨建資産等の期末換算法
●任意組合や匿名組合への事業投資
●ヘッジ会計と税務
●デリバティブ取引に係る税務

第4編　資本取引
Ⅰ増資・減資
●増資の留意点
●減資による欠損金の解消と青色欠損金
●純資産の部の会計と税務

Ⅱ設立・解散
●会社を解散、清算するときの税金
●子会社の整理・解散と損失負担

Ⅲ組織再編
●組織再編成に関する基本的な取扱い
●合併による資産移転の課税
●被合併法人の青色欠損金
●部分拠出合併
●特定事業再編投資損失準備金
●法的再生における税務

第4編の2 グループ法人税制
Ⅰグループ法人（単体課税）制度
●グループ法人税制の概要
●100％グループ内の法人間の資産の譲渡取引等
●大法人の100％子会社に対する中小企業向
け特例措置の不適用

Ⅱ連結納税制度
●連結納税制度のあらまし
●子会社の欠損金が連結納税下で利用される順序は？
●連結納税を採用したときの特有の規定は？

第2巻
第5編　申告・納税

●帳簿・書類の電子データ保存
●ペーパー・カンパニーとタックス・ヘイブン
対策税制
●移転価格税制
●同族会社とは
●留保金課税とは
●利子・配当の所得税額控除の特例とは
●附帯税とは何か

第6編　土地税制
●土地譲渡益の追加課税制度における負債利子
と販売費・一般管理費
●土地を取得した場合にかかる税金
●土地を保有している場合にかかる税金

内容構成（抜粋）
平成26年10月25日 追録第123号現在

第1巻
税別改正の概要

第1編　会社税務のあらまし
Ⅰあらまし
●会社の税金あれこれ
●法人税の計算のしくみと税率
●消費税のあらまし

Ⅱ会計制度と税務
●中小企業の会計に関する指針と税務実務
●退職給付会計と税務
●税効果会計と法人税の取扱い
●減損会計と税務
●ソフトウエアの会計処理と税務

第2編　収益・費用と法人税
Ⅰ売上げと原価、その他の収益
●売上認識の時期はいつか
●その他の売上認識の時期～長期割賦販売等の
延払い・委託販売～

●不動産を売ったときの税金は
●会社が物をもらったときは

Ⅱ役員の給与、退職金
●専務と通称専務、名刺も専務
●ヒラ取締役の賞与は
●役員の分掌変更により定期同額給与を改定し
た場合の取扱い

●業績悪化により役員の定期同額給与を減額す
る場合の取扱い

●病気のため職務執行ができない場合の役員の
定期給与減額の取扱い

●役員の不祥事により定期同額給与を一定期間
減額した場合の取扱い

●合併による定期同額給与の増額
●社長への渡し切り交際費の扱い
●社長の給与を一時的に増額すると
●事前確定届出給与について、届出金額と支給
金額が異なる場合の判定

●出向役員の給与負担金の取扱い
●社長の残業手当は認められるか
●役員の親族である使用人の過大給与
●会長の社葬費用
●役員退職金の支給時期は
●退職金が年金払いになったときの税金
●転籍者への退職金－勤続年数の取扱い
●役員退職金の功績倍率とは
●会社役員賠償責任保険の取扱い

Ⅲ社員の給与と福利厚生
●販売奨励のために社員に高額の報奨金を渡し
たとき
●創立10周年を記念して社内だけのパーティ
ーを一流ホテルで
●転勤に伴う転居費用は
●出向した社員の退職金は
●パートタイマー・アルバイトの給与の税金は
●雇用促進税制の要点
●所得拡大促進税制について

Ⅳ交際費
●交際費の損金算入限度額
●どこまで交際費、その範囲は？
●接待飲食費の50％相当額の損金算入
●渡し切り交際費は給与として扱われる
●親睦団体に支払う会費
●交際費とならない販売先へのリベート
●役員だけでレクリエーション
●ゴルフクラブの会員権と名義書換料

Ⅴ販売促進費、広告宣伝費、その他の
販売費

●得意先に対する奨励金とセールスマンに対す
る奨励金の支給
●製作中のパンフレット
●ホームページの制作費の扱い
●商品名入り資産の寄贈
●従業員の海外旅行
●使途不明金の追加課税

Ⅵ貸倒損失
●貸倒れの形態と計上時期
●債権放棄と貸倒れ
●相手先の経営状態が悪化したとき
●取引停止している相手に対して
●担保物がある場合の貸倒れ
●個別評価による債権に対する貸倒引当金繰入
れとはなに
●子会社に対する債権放棄と貸倒損失

Ⅶ寄附金
●寄附金とは、税務上の取扱いは
●得意先の慰安旅行への寄附
●政治献金と「◯◯を励ます会」のパーティー
券購入

●町内旅行会への寄附
●社長の出身校に対する寄附
●子会社に対する無利息の貸付け

Ⅷ引当金
●貸倒引当金を計上するときのポイント
●退職給与引当金制度の廃止に伴う税務上の留
意点

Ⅸその他の経費
●ロータリークラブの年会費
●リース会社基準とリース税制
●所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産についての取扱い

●リースに際しての下取りと中途解約損害金
●レバレッジド・リースと税務上の取扱い
●法人契約の生命保険
●法人が契約する介護費用保険
●経費になる税金とならない税金
●交通事故！会社が払う賠償金と罰金は
●家賃3年分前払い、全部経費にできるか

第3編　資産と法人税
Ⅰ棚卸資産
●購入棚卸資産の取得価額
●売却予定有価証券や売却予定土地は棚卸資産か
●サンプル品やデモ商品は棚卸資産か
●購入付随費用、原価差額の処理
●評価方法にどのようなものがあるか－計算方
法と評価

●低価法と強制低価法の税務上の取扱い
●評価損の計上時期はいつか（低価の事実の判定）
●評価方法を変更する場合

Ⅱ固定資産
●支出した費用と取得価額
●近隣時価を上回る価額で取得した土地の取得
価額

●借入金利子は取得価額に含めるのか
●日照権補償金や迷惑料の扱い
●平成23年12月改正後の減価償却制度
●償却可能限度額まで償却した減価償却資産の
取扱い

●固定資産の種類と耐用年数
●少額減価償却資産の管理について
●普通償却と特別償却・割増償却
●主な特別償却制度
●生産性向上設備投資促進税制
●資本的支出を行った場合の減価償却方法
●土地の評価損と子会社への売却損
●営業権の計上について
●ソフトウェアの開発費用

Ⅲ買換え・交換（圧縮記帳）
●圧縮記帳の意義とメリット
●火災保険金で改築する場合の経理方法は
●収用の特例の対象となる補助金の範囲と特例
適用条件

●交換差金が発生しても交換の圧縮記帳は可能か
●特定の資産の買換えの特例とは
●譲渡資産と買換資産の所在地に制約はあるか

第7編　会社の消費税
●納税義務が免除される事業者
●課税取引と非課税取引とは
●販売による収益と消費税
●資産貸付けによる収益と消費税
●売上戻り、値引き、割戻しと消費税
●得意先へ支払う金銭による販売奨励金の取扱
いは
●現物給与や渡し切り経費の取扱いは
●宣伝用プリペイドカードの製作費用の取扱いは
●支払報酬の消費税と源泉徴収について
●課税仕入れ等に関する帳簿および請求書につ
いて
●中小事業者の特例とは
●消費税の上手な会計処理

第8編　その他の国税
Ⅰ源泉徴収の事務
●給与を支払う場合の源泉徴収の事務は
●会社が配当した場合の源泉徴収の事務は
●源泉徴収した税金の納期はいつか
●パートタイマーに対する源泉徴収額の計算は
●年末調整の手続とは
●住民税の特別徴収

Ⅱ印紙税
●印紙税とは何
●不動産などの譲渡に関する印紙税は
●工事の請負などに関する印紙税は
●消費税と印紙税の関係はどうなる
●印紙を貼り忘れた場合、間違って貼った場合は

Ⅲ地方法人税
●地方法人税のしくみについて

第9編　会社の地方税
●会社の地方税のしくみについて
●課税対象となる事務所や事業所とは

●事業所税の免税点と非課税を利用しよう
●会社の地方税の減免措置や免税点
●外形標準課税制度の概要

第10編　社長の税金
Ⅰ社長の所得税
●社長の確定申告は必要か
●不動産を買ったときの税金は
●不動産を売ったときの有利な税制
●社長の受け取る利子、配当と税金
●自社の株式を売ったときの税金の計算は
●相続した非上場株式を発行会社へ売ったとき
の税金の計算は
●ベンチャー企業へ投資した場合の特例（エン
ジェル税制）
●有価証券の取得費の計算の仕方
●役員社宅の有利な使い方
●友人の借金の保証人になり、友人が破産して
しまったら
●生保、損保と個人の税金との関係

Ⅱ相続・贈与、事業承継
●相続のとき、会社の値段は、税務上いくら
●新しい事業承継制度
●スムーズな事業承継のための相続税対策
●突然の相続、相続税を払えないときはどうする
●生前贈与とその有効活用
●持株管理会社を使った相続税評価額の引き下げ

第11編　社員の税金
●毎月の源泉徴収には、何がとられているか
●非課税の手当や給与もこんなにある
●借金をして住宅を買いました、有利な税
制は（住宅借入金等特別税額控除）
●夫婦でマンションを購入した時の名義は
●パートで働いている社員の奥さんの優遇措置は
●子どもは16歳と22歳、いちばんお金が
かかるとき、何か優遇措置は
●独身の平社員から部長まで、モデルケース別
個人税金比較
●所得控除一覧
●ストック・オプション導入と個人の税金

特別編　東日本大震災と税務
Ⅰ被害を受けた法人に係る税制上の措置

Ⅱ被害を受けた個人に係る税制上の措置

Ⅲ被災者支援に対する税制上の措置

Ⅳ復興特別法人税、復興特別所得税
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